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はじめに

　1.自己紹介

　　　現職　　：立命館大学法学部教授

専門　　：労働法・社会保障法

　　　組合役職：立命館大学教職員組合書記長(1997年度)、京滋私大教連執行委員(1998年度)

　2.本日の課題：賃金カットに対していかなる対処ができるか

　　　　→結論：賃金カットはできない。組合運動として主張することが効果的。
　　　＊なお、「対処できる」であり、「すべき」には直結しない。諸事情・要素を含めて判断

　　　　　しかし、「できる」との知識があれば、自信にもなり、多様な手段の開発にもつながる

　3.以下の概要

　　　結論２：組合活動として主張することが効果的

　　　←組合活動であれば、法的にはどのようなことができるのか、

　　　←組合活動として行うことの優位性

　　　←結論１：賃金カットは不当であると主張することの正当性

　　　←「賃金」に対する法律・判決による保護の状況

　　　←労働条件の決定方法

　

１．労働条件の設定方法

1)労働契約

　＊労使間の「合意」によって労働条件が設定される、ことが大原則

　＊「合意」には、「契約書」は不要。口約束でも「合意」

　＊現実には、契約書を交わしていない、あるいは限定的な記載しかない

　　←労働条件の明示義務：就業規則の提示で明示されたことになる

　　→以外の内容も、労働条件について労使合意があることにならないと、勤務の前提を欠く

そこで、契約を解釈することによって、合意内容を確定することになる

契約解釈にあたっては、前例や慣行、周囲の事情などから推測していくことになる

2)就業規則

　＊事実上は使用者が一方的に作成する、職場の規則。

　　しかし、労働者保護のための法律に根拠をもち、一旦作成すると使用者も拘束される

　＊合理的な内容であれば、この内容が「合意」内容になっていると解釈される

3)労働協約

　＊労働組合と使用者との間の合意。

　＊労働契約や就業規則よりも優先する。　→　労働組合による交渉が効果的、との結論に

4)法定基準　→　以下の説明

　以上は、労働基準法その他の法定の最低基準を下回ることはできない

　→下回ると、自動的に最低基準までは引き上げられる

　　　　　　　使用者は刑事罰を受ける（労働者に対する罰則はない）

２．「賃金」に対する法律・判決による保護

1)賃金法制

1.明示義務

　　労働基準法15場

　　　使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。

2.「賃金」の定義

労働基準法11条

この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう

3.「賃金」であることの法的効果

　　労働基準法24条

　　　通貨払い、直接払い、全額払い、定期払いの原則

　　最低賃金法

4.「賃金」か否かの判断基準＝「労働の対償」

←「労働の対償」であれば「賃金」。

→「労働の対償」の判断基準＝制度化されているか否か（厚生労働省）

　　　制度化とは、就業規則、労働協約、労働契約上の制度となっているか否か

「労働協約、就業規則、労働契約等によって予め支給条件の明確なもの」が賃金（労働省次官

通達　昭22.9.13発基17号）

　　臨時に支給される者とみなされるものであっても、その支給が前例もしくは慣習として労働

者に期待され、または労働契約の内容となることによって、使用者に支払義務が生じているよ

うな場合には、賃金として労働基準法の保護を受ける（昭22.12.9.発基452）

2)賃金カット

1.カット方法：就業規則の不利益変更、労働契約の一方的変更

2.就業規則の不利益変更

＊最高裁判決では、不利益変更は原則として労働者を拘束しないが、例外的に「社会的に合理

的」な場合には労働者を拘束する

＊裁判所は、「合理性」判断にあたって、賃金と他の労働条件は区別して考え、賃金カットを認

めることは厳しい判断。理由は、労働者の生活にとって不可欠なものであるから。

　　　（チェーハマンハッタン銀行事件・東京地判H6.9.14）
3.労働契約の一方的変更

　＊一方的な変更はできない　→　合意による変更しかできない
　＊合意を迫られても合意する義務はない。合意しても、詐欺・強迫・錯誤があれば無効・取消

　＊例外的に使用者がカットできる場合：「事情変更の原則」

　　　高度の合理性　e.g.倒産必死

3)ボーナス　　 

1.ボーナスの権利性

　＊制度化されていれば「賃金」、制度化されていなければ「恩恵」

　  →「賃金」であれば賃金法制の保護を受ける、「恩恵」ならば保護はない

　　→就業規則に支給基準、金額などについて規定されていれば、内容が特定される

2.具体的金額

　＊労働契約や就業規則に明示があれば、それが権利内容

　＊明示がなければ争い

　cf.立命館大学での紛争：3/1に立命館大学教職員組合でこの課題について報告

３．対処方法

1)諸方法：公的機関の利用：労働基準監督署、紛争調整委員会、労働審判、裁判

自主的活動：個人で交渉、労働組合による団体交渉

2)公的機関の利用 

  1.労働基準監督署：労働基準法違反の取締

　　利点：公的機関としての強い権限

　　欠点：法律違反のみしか扱わない

2.紛争調整委員会：労使間の紛争のあっせん

3.労働審判（2006.4.1より）：裁判官・労働者側委員・使用者側委員による解決案

　利点：迅速、労働者側の委員も関与

　欠点：３回の審理で決着

4.裁判

　　利点：使用者へのプレッシャー、社会的宣伝

　欠点：時間・費用・労力がかかる、裁判官は労働問題について素人

3)自主的活動

1.個人で交渉

　　利点：個々人の主体性、個人別の状況を反映

　　欠点：力が弱い、情報・知識の不十分さ

　　　cf.プロ野球選手の代理人交渉

2.労働組合

　　利点：集団の力

　　欠点：独自の活動の必要、使用者からの攻撃

４．労働組合

1)労働組合による対処の利点

　1.団体交渉権：使用者は交渉に応じなければならない

　2.誠実交渉義務：使用者は、理由を提示するなど、誠実に交渉しなければならない

　3.不当労働行為制度：使用者の妨害に対しては、労働委員会による救済

　4.労働協約：労働条件設定について最も協力な効果

2)組合結成（憲法２８条「団結権」）

　1.自由設立主義

　　　何らの手続きも不必要、組合員名を公表する必要もない

　2.ただし、現実には、配慮が必要

3)団体交渉の申し入れ（憲法２８条「団体交渉権」）

　1.団体交渉義務

　2.ただし、現実には、経験ある者のアドバイス

4)労働協約（憲法２８条「団体交渉権」）

　1.書面、強行的直接的効力（労働組合法16条）

5)実力行使（憲法２８条「団体行動（争議）権」）

6)権利保護手段

　1.権利行使による不利益な取り扱いは禁止されている

　2.裁判による救済以外に、行政による救済手段（労働委員会）が設けられている

むすびに代えて

　サービス業では、銀行員（済）→公務員（現在、攻撃中）→私学（開始）

　←組合運動として反撃できていない。むしろ、マスコミの「厚遇」宣伝に毒されている

　→個人より集団の力で、単一の労働組合よりも労働組合組合運動全体の力で　　


＊本レジュメ記載以外の事項については、質問に応じる形でお答えします。
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